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「内部統制システムに関する基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 

当社は、平成 27年６月 26日開催の取締役会において、「内部統制システムに関する基本方針」

を一部改定することを決議いたしましたので、下記のとおり改定後の内容をお知らせいたします。 

 

記 

 

内部統制システムに関する基本方針 

（取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

その他当社の業務ならびに当社および当社子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する体

制） 

 

(1) 職務執行の基本方針 

当社グループ（当社および当社子会社をいう。）は、次の経営理念を掲げ、すべての取締役

および使用人（一般従業員、契約社員、嘱託社員、パートナー社員、エリア社員、派遣社員

その他当社グループの業務に従事するすべての者をいう｡）が、職務を執行するにあたっての

基本方針とする。 

 

【経営理念】ひとりでも多くのお客様に いつまでも愛され続ける 地域一番店を創造して

いこう。 

 

当社グループは、この経営理念に基づき、適正な業務執行のための体制を整備し、運用し

ていくことが経営上の重要な責務であると認識し、以下のとおり内部統制システムに関する

基本方針を定める。また、今後とも内外環境の変化等に応じ、柔軟にこれを見直し、有効か

つ適切な構築および運用に努める。 

 

(2) 内部統制システムに関する基本方針 

① 当社および当社子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合する



ことを確保するための体制 

ａ 当社の取締役会は、原則として月１回、かつ、必要に応じて随時開催し、法令、定款

および取締役会規程その他の社内規程に従い重要な業務執行を決定するとともに取締役

の職務の執行を監督する。 

ｂ 当社の監査等委員会は、独立した立場で業務執行取締役の職務の執行を監査する。 

ｃ 当社は、代表取締役社長に直属する部門として、内部監査室を設置する。内部監査室

は、当社グループの内部統制の適切性および有効性を経営方針に照らして、独立した立

場で検証および評価し、その結果に基づく改善提案を通じて、経営の健全性および効率

性の向上に資する。 

ｄ 当社グループの取締役および使用人は、『企業倫理憲章』および『トリドール行動基準』

を基に行動し、コンプライアンス体制の維持、向上を図る。 

ｅ 当社は、法令および定款等に違反する行為を当社グループの取締役および使用人が発

見した場合の報告体制としての内部通報制度を構築する。 

ｆ 当社グループは、反社会的勢力に対し毅然とした態度で臨み、不当な要求には決して

応じず、警察当局との連携をとり、断固としてこれを拒絶する。 

 

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

ａ 当社の取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、取締役の職務の

執行に係る重要な情報・文書（電子化情報を含む。以下同じ｡）は、文書管理規程その他

社内規程の定めるところに従い、適切に保存および管理（廃棄を含む｡）する。 

ｂ 当社の監査等委員会が求めたときは、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、

いつでも当該文書を閲覧に供する。 

ｃ 当社の取締役は、法令および金融商品取引所の諸規則等に従い、開示すべき情報を適

時かつ適正に開示する。 

 

③ 当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

ａ 当社は、当社グループの平常時における業務執行に係るリスクをトータルに認識・評

価し適切なリスク対応を行うためにリスクマネジメント規程を定め、グループ全体のリ

スク管理体制を整備する。 

ｂ 当社は、当社グループのリスク管理の実効性を確保するため代表取締役社長を委員長

とするリスクマネジメント委員会を設置し、グループ全体のリスクを評価検討し、リス

ク管理推進に関わる課題や対応策を協議し承認する。 

ｃ 当社は、有事の際の迅速かつ適切な対応に備え、危機管理規程を定め、損失の最小化、

損害の復旧および再発防止のための当社グループ全体の危機管理体制を整備する。 

ｄ 当社は、各部門、各店舗および各子会社において、経営の内外の環境変化や、法令定

款違反その他の事由に基づく損失の危険が発見された場合には、発見された危険の内容



およびそれがもたらす損失の程度等について直ちに当社の担当部門に報告される体制を

構築するとともに、その重大性に応じて担当部門を管掌する取締役が速やかに取締役会

に報告する。 

ｅ 当社は、食品を扱う企業として食品の衛生管理は何よりも優先される事項と認識し、

全社横断的な委員会である食品衛生管理委員会を設置し、平時の食品衛生管理を徹底す

るとともに、万が一問題が発生したときは直ちに適切な対応を行う。 

 

④ 当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

体制 

ａ 当社は、当社グループの中長期経営計画を策定し、グループ全体の経営の目標を設定

する。また、中長期経営計画は、経営を取巻く内外の環境の変化に柔軟に対応すべく毎

年度見直しを行う。 

ｂ 当社グループの各年度の予算は、中長期経営計画とリンクして策定され、当社の事業

部門別および各子会社別の予算管理と月例の業績報告により適切な対策を講じる。 

ｃ 当社の取締役会に付議すべき事項は、取締役会規程において定め、付議にあたっては、

経営判断の原則に基づき事前に議題に関する十分な資料が全取締役に配布される体制を

整備する。 

ｄ 当社は、日常の業務遂行に際しては、取締役会規程、業務分掌規程、職務権限規程等

に基づき権限の委譲を行い、また当社子会社の取締役会等で定期的に業務方針を共有す

ることで、当社グループの各レベルの責任者が意思決定ルールに則り関連部門と連携し

て適切かつ効率的に業務を遂行するとともに、重要な情報が適時かつ適切に関係者に伝

達される仕組みを整備する。 

 

⑤ 当社および当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

ａ 当社は、子会社管理の主管部門を当社の経営企画室と定め、当社グループの中長期経

営計画のもと、各子会社の自主的かつ機動的な運営を尊重しつつグループ全体で緊密な

連携を保持することにより、企業集団としての事業発展および経営効率の向上を図る。 

ｂ 当社は、関係会社管理規程に基づき、子会社の重要事項につき事前協議および承認を

義務付けるとともに、子会社の取締役から子会社の営業成績、財務状況その他の重要な

事項につき定期的に報告を受ける。 

ｃ 当社の内部監査室は、内部監査規程に基づき、必要に応じて子会社の内部監査を実施

し、その結果を代表取締役社長に報告する。 

 

⑥ 当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項 

監査等委員会の職務は、当社の総務部の使用人がこれを補助する。 

 



⑦ 前項の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項お

よび当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

ａ 監査等委員会の職務を補助する総務部の使用人の任命、異動および評価については、

監査等委員会の事前の同意を必要とする。 

ｂ 同使用人は、監査等委員会の職務を補助するに際しては監査等委員会の指揮命令下で

職務を遂行し、当該職務以外の業務を指示された場合にあっても監査等委員会の指示事

項を優先して処理する。 

 

⑧ 当社および当社子会社の取締役および使用人が当社の監査等委員会に報告をするための

体制 

ａ 監査等委員会は、取締役会その他の重要な会議を通じ、取締役（監査等委員である取

締役を除く。）および使用人から重要事項の報告を受ける。そのほか、当社グループの取

締役および使用人は、監査等委員会の定めるところに従い、監査等委員会の要請に応じ

て必要な報告および情報提供を行う。 

ｂ 当社グループの取締役および使用人は、当社グループに著しい影響を及ぼす事実が発

生し、または発生する恐れがあることを発見したときは、監査等委員会に速やかに報告

する。 

 

⑨ 前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保するための体制 

監査等委員会に前項の報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として不利な

取扱いをすることを禁止する。 

 

⑩ 当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）につ

いて生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用

または債務の処理に係る方針に関する事項 

監査等委員がその職務の執行について当社に対し費用の前払い等の請求をした際には、

当該請求に係る費用または債務が当該職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、

速やかに当該費用または債務を処理する。 

 

⑪ その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

ａ 監査等委員は、取締役会その他の重要な会議に出席し、意見を述べるとともに、取締

役（監査等委員である取締役を除く。）および使用人からその職務の執行状況を聴取し、

関係資料を閲覧することができる。 

ｂ 監査等委員会は、代表取締役と定期的に会合をもって意見交換を行うほか、必要に応

じて他の取締役、当社子会社の監査役（またはこれらに相当する者）、内部監査室長また



は会計監査人とも情報交換を行い充分なコミュニケーションを図る。 

ｃ 監査等委員会を原則として月１回、かつ、必要に応じて随時開催し、法令、定款およ

び監査等委員会規程その他の社内規程に従い重要事項について協議する。 

 

以 上 


